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今回のテーマ：「外商投資法」から見る投資環境の向上 

2019年 3月 15日に閉幕した第 13回全国人民代表大会第 2回会議で可決した「外商投資法」は、

外国企業による投資において、中国で公平に競争できる法的基盤を整備し、外国企業の権益保護をさら

に強化した。 

2020年1月1日から実施される「外商投資法」は、改革開放初期の「外資三法」である「中外合弁企業

法」、「外資独資企業法」及び「中外合作経営企業法」に代わるものである。外商投資における基礎的な

法律として、「外商投資法」は新しい基本制度の骨組みを確立した。本法は、主に内外資一致（外資も

内資と同等の扱いを受けられること）、内国民待遇及び投資保護を重点とする。 

 

主な内容 

◆ 内外資一致 

“外商投資参入ネガティブリスト以外の分野については、内外資一致の原則に従って管理を行う(外商投

資法第 28条)“、”外商投資企業の組織形態、組織機構及びその活動準則については、「中華人民共

和国会社法」、「中華人民共和国パートナーシップ企業法」等の法律規定を適用する(第 31条)”。 

◆ 内国民待遇 

内国民待遇について、“国は、外商投資に対し、参入前内国民待遇に加えてネガティブリストによる管理制

度を実施する(第 4条)”と明規されている。これは立法上でのネガティブリスト制度を確認し、“法により禁じ

られている場合を除き”、拡大開放を推し進める事を意味する。 

政府調達活動について、“国は、外商投資企業による法に基づく公正な競争を通じての政府調達活動へ

の参加を保障する。政府調達においては、法に基づいて外商投資企業が中国域内で生産する製品、提

供するサービスを平等に取扱う(第 16条)”と明記され、現行の政府調達活動に係る障壁が解消された。 

◆ 投資保護 

「外商投資法」は外商投資保護に係る政府義務を明確化した。“外国投資家の中国域内における利益、

清算所得等については、法に基づいて人民元又は外貨で自由に域外からの送金を受け、域内に対して送

金することができる(第 21条)”、“行政機関及びその職員は、行政手段を用いて技術譲渡を強制してはな

らない(第 22条)“、”市場参入及び退出の条件を設定してはならず、外商投資企業の正常な生産経営

活動に干渉してはならない(第 24条)“。 

 

 



お見逃しなく 

 立法上、依然として外商投資と国内投資を区別していることから、ネガティブリストによる差異がある。 

 外国投資家及びその投資に対し、国内投資家及びその投資を下回らない待遇を与える。つまり、外

商投資に対して特別優遇がある。 

 地方レベルの法規定には未だ整備されていない部分があり、これらの法規と関連政策は具体的な投

資行為に影響を与える可能性がある。 

 動態的なネガティブリストについて、市場進出と長期投資に対する影響は不確定であり、業界参入の

潜在的なリスクになり得る。 

 行政の透明化を推進し、外商投資に係る環境向上のための基礎的な法律である。 
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